
 

様式第五十の三（第４８条第６項関係） 

 

認定事業再編計画の実施状況の概要の公表 

 

 

  １．認定の日付       

2021年９月 17日 

 

  ２．認定事業再編事業者の名称   

 ヤマエ久野株式会社 

 

  ３．認定事業再編計画の実施期間  

2021年 10月～2024年３月 

 

４．事業再編に係る事業の達成状況等 

  （１）事業再編に係る事業の達成状況  

認定計画に基づき、以下のとおり事業再編を行った。 

 
（事業の構造の変更） 

ヤマエ久野株㈱単独による株式移転により持株会社（完全親会社）である「ヤマエグループ

ホールディングス株式会社」を設立。 

 

＜新設会社＞ 

名称：ヤマエグループホールディングス㈱ 

住所：福岡市博多区博多駅東２丁目13番34号 

代表者の氏名：代表取締役会長CEO 

   網田 日出人 

   代表取締役社長COO 

    大森 礼仁 

設立日：2021年10月１日 

資本金：9,175,793,692円 

 

＜株式移転を行う会社＞ 

名称：ヤマエ久野株式会社 

住所：福岡市博多区博多駅東２丁目13番34号 

代表者の氏名：代表取締役社長  

工藤 恭二 

資本金：2,974,593,692円 

 



＜株式移転比率＞ 

１（ヤマエ久野）：１（ヤマエグループホールディングス） 

 

＜株式移転日＞ 

2021年10月１日 

 

  本計画では、グループ経営を更に高度化させ、持続的な成長を実現するために、持株会社体

制へ移行。本計画に従い2021年10月１日、単独株式移転による持株会社を設立した。本計画の

実施により、持株会社体制への移行が完了し、グループ経営機能強化による企業価値の最大

化・意思決定の迅速化による競争力強化・経営資源の有効活用によるシナジー最大化・コーポ

レートガバナンス強化がなされた。 

 

  （前向きな取組） 

    2021年 10月にホールディングス体制へ移行した後、「地域性を可能性に。」というスローガ

ンのもと地域に眠る多様な価値や想いをブランド化し全国へ展開することで新商品の売上高

を向上してきた。具体的には九州に密着した地場企業・生産者との深い関係性の構築を強化し、

商材の品質確保、安定供給体制の確立など付加価値の向上とブランド力を高めた商品化への取

り組みを強化した結果、計画を上回る新商品の売上を計上することができた。 

 

 

（２）生産性の向上を示す数値目標の達成状況 

生産性の向上としては、2023 年度には 2021 年度に比べて、従業員１人あたり付加価値額を

９％向上させることを目標としていたところ、2024年３月期の従業員一人当たり付加価値額に

ついては 4.75百万円と基準年度に比べて-11.73％と低下した。 

低下の主な要因は M＆Aによりグループ入りした企業の従業員の取込によるグループ合計の従

業員数の大幅な増加である。仮に、認定当時に計画した従業員数かつ認定当時のグループ会社

の業績だけで従業員一人当たり付加価値額を算出した場合、目標達成の結果であった。 

今後、更なる生産性の向上並びに付加価値創出を図り、企業価値の向上を目指す。 

財務内容の健全性の向上としては、2023 年において当企業グループの有利子負債はキャッシ

ュフローの10 倍以内、経常収入が経常支出を上回ることを見込んでいたところ、2024年３月期

は有利子負債/CFが3.0倍となり、経常収支比率が103.8％となった。 

 

５．事業再編に伴う労務に関する事項 

  （１）事業再編の開始時期の従業員数 

ヤマエグループホールディングス㈱ 計画     0名  実績     0名 

子会社計    計画 7,489名  実績 7,229名 

 

（２）事業再編の終了時期の従業員数 

ヤマエグループホールディングス㈱ 計画    50名         実績   124名 



子会社計    計画 7,699名  実績   16,091名 

 

（３）事業再編に充てた従業員数（2024年3月実績） 

ヤマエグループホールディングス㈱ 計画    100名 実績    124名 

 

（４）(３)中、新規採用された従業員数（2024年3月までの実績） 

ヤマエグループホールディングス㈱ 計画     0名  実績    124名 

 

（５）事業再編に伴い出向又は解雇された従業員数（2024年3月までの実績） 

ヤマエグループホールディングス㈱ 

出向 計画  0名 実績 40名 

転籍 計画  0名 実績  0名 

解雇 計画  0名 実績  0名 

 

 子会社計 

出向 計画 50名 実績 44名 

転籍 計画  0名 実績  0名 

解雇 計画  0名 実績  0名 

 

 

 

 

 


